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政策会議付議事案書（令和２年１月１４日） 

提案課名 行政経営課  生涯学習課 

報告者名 小泉  康男  五味田直史 

事案名 
 「更新後の公共施設における使用料の算定に関する基準」の策定及

び「秦野市立公民館条例」の一部改正について 
資料 有 

目
的
・
必
要
性 

公共施設の使用料は、平成２９年１０月の使用料見直し時の考え方に基づき算出し

ていますが、老朽化した施設を更新した後の使用料について、算定根拠にしている減

価償却費相当額の上昇により、建て替え後の床面積が減少した場合でも、現行の使用

料と比較して大幅に増額となるケースが生じます。更新後の施設を最大限に活用する

ため、一定の要件を満たせば、市民に使いやすい料金設定に変更できるよう、その要

件を定める必要があります。 

また、令和２年９月に供用開始予定の新たな西公民館について、この使用料調整の

基準を適用し使用料を定めるとともに、所在地を改めるため、秦野市立公民館条例の

一部を改正するものです。 

 

経
過
・
検
討
結
果 

令和元年  ６月２１日   西中学校多機能型体育館等整備工事の本契約 

   〃     ７月２２日   西中学校多機能型体育館等整備工事に着手 

   〃     ９月１０日   第１回秦野市立西公民館に係る整備推進懇話会小委員会に

おいて新たな西公民館の管理運営及び整備概要について説明 

   〃   １０月  ８日   第２回秦野市立西公民館に係る整備推進懇話会小委員会に

おいて新たな西公民館の使用料について説明 

   〃   １０月１８日   教育委員会議にて「秦野市公民館条例の一部を改正するこ

とについて」を協議 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

１  更新後の公共施設における使用料の算定に関する基準を策定し、次のすべての要

件を満たしている場合は、使用料の調整ができることとします。 

 (1) 更新前における同種・同規模の施設の使用料の額に比べ、使用料の額が２倍 

以上となること。 

 (2) 他の公共施設の同種・同規模の施設に比べ、使用料の額が高額となること。 

 (3) 更新前よりもその施設の利用が低調となることが見込まれること。 

２  新たな西公民館の使用料のうち、多目的ホール及び集会室Ｄについて「更新後の

公共施設における使用料の算定に関する基準」に基づいて調整し、他の公民館の同

種・同規模の部屋等の使用料の最高額と同額にすること。 

３  秦野市立公民館条例の一部を改正し、新たな西公民館の使用料及び所在地を改定

すること。 

議題 ○ 
議題１ 
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今
後
の
取
扱
い 

令和２年  １月１７日     教育委員会議に、秦野市立公民館条例の一部改正を議案

として提出 

   〃     ２月  ４日     公共施設における使用料の算定に関する基準について定

例部長会議にて報告 

   〃     ２月  上旬     社会教育委員に使用料の説明と意見聴取 

             西公民館運営協議会に使用料の説明と意見聴取 

   〃     ２月２６日     令和２年３月市議会第１回定例会に条例改正案を提出 

   〃     ９月  下旬   条例施行日（別に規則で定める日とする） 
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更新後の公共施設に係る使用料の額の算定に関する基準 

（令和  年  月  日施行） 

（趣旨） 

１ この基準は、更新（老朽化した施設の建替えをいう。）した後の公共施設

に係る使用料の額の算定について必要な事項を定める。 

（対象施設） 

２ この基準の対象とする公共施設（以下「対象施設」という。）は、次の各

号に掲げる公共施設とする。 

(1) 秦野市立公民館 

(2) 秦野市立サンライフ鶴巻 

(3) 秦野市文化会館 

(4) 秦野市立宮永岳彦記念美術館 

(5) 秦野市立図書館 

(6) 秦野市ほうらい会館 

(7) 秦野市保健福祉センター 

(8) 秦野市広畑ふれあいプラザ 

(9) 秦野市末広ふれあいセンター 

(10) 秦野市表丹沢野外活動センター 

(11) 秦野市曲松児童センター 

(12) 秦野市中野健康センター 

(13) 秦野市里山ふれあいセンター 

(14) 秦野市カルチャーパーク総合体育館 

(15) 秦野市カルチャーパーク陸上競技場 

(16) 秦野市カルチャーパーク野球場 

(17) 秦野市カルチャーパーク庭球場 

(18) 秦野市カルチャーパーク水泳プール 

(19) 秦野市おおね公園 

(20) 秦野市立野緑地庭球場 

（使用料の額の算定手順） 

３ 更新後の対象施設に係る使用料の額は、次に掲げる手順で算定するものと

する。 

(1) 試算 

秦野市公共施設の利用者負担の適正化に関する方針（平成２６年１１月

資料１ 
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策定）８適正化を図るための統一基準の基準２に定める算定方法により使

用料の額を試算する。この場合において、算出した額に１００円未満の端

数があるときは、その端数を切り捨てる。 

(2) 使用料の額 

使用料の額は、前号の規定により算出した額とする。 

(3) 使用料の額の調整 

前号の規定にかかわらず、第１号の規定により算出した額を使用料の額

とした場合において、次に掲げる全ての要件（更新前における同種・同規

模の施設がないときは、イに掲げる要件）を満たす対象施設の施設につい

ては、使用料の額を調整して定めることができる。 

ア 更新前における同種・同規模の施設の使用料の額に比べ、使用料の額

が２倍以上となること。 

イ 他の公共施設の同種・同規模の施設に比べ、使用料の額が高額となる

こと。 

ウ 更新前よりもその施設の利用が低調となることが見込まれること。 

 

附 則 

この基準は、令和  年  月  日から施行する。 
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秦野市立公民館条例の一部を改正することについて 

 

１  新たな所在地について 

    新たな西公民館は、西中学校多機能型体育館の一部分となりますが、その所

在地として、「柳町二丁目５番２号」を設定します。 

【参考】西 中 学 校 舎：柳町二丁目５番１号 

        消防署西分署：柳町二丁目５番３号 

 

２  新たな使用料の算出について 

 (1)  使用料の算出方法について 

      「秦野市公共施設の利用者負担の適正化に関する方針（平成２６年１１月

策定）」及び「更新後の公共施設における使用料の算定に関する基準」３(1)

の規定に基づき、以下のとおり使用料を算出しました。 

 

 

               ＋             －          －          ＝  

 

 

 

 

 

             ÷              ÷                ＝  

 

 

 

 

 

 

                     ×           ×              ＝ 

 

 

 

管理運営費 

人件費、光熱

水費、委託料

など 

ほか 

減価償却費 

建設費/耐

用年数 50

年 

工事費 

自 主 事

業などに

係 る 費

用 

フルコスト 

フルコス

ト 

年間稼働時 

間の 50％ 

貸部屋の 

合計床面積 

基準となるコスト 

（㎡当たり） 

基準となるコスト 

（㎡当たり） 

負担割合 

１/３ 

各部屋の 

使用料 

各部屋の

面積 

資料２ 

約 1,900 万円 約 880 万円 該当なし 500 万円 約 2,280 万円 

約 2,280 万円 373.97 ㎡ 26 円/㎡ 

26 円/㎡ 

347 日×13.5 時間×0.5 

＝2,342.25 時間 
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 (2)  新たな西公民館使用料と現行の使用料との比較について（新旧対照） 

算出された新たな西公民館使用料 現行の西公民館使用料 

部屋名 
面積

（㎡） 
使用料（円/時) 

面積

（㎡） 
使用料（円/時) 部屋名 

多目的ホール 192.50 1,600 282.23 800 多目的ホール 

集会室Ａ 

（防音設備） 
42.50 300 46.61 100 視聴覚室 

集会室Ｂ 

（可動式調理台） 
43.15 300 45.17 100 集会室 A 

集会室Ｃ 25.04 200 24.40 100 集会室 B 

集会室Ｄ 

（和室として使用可

能） 

70.78 600 71.61 200 和室 

 

 (3)  使用料の額の調整について 

      新たな西公民館の各部屋の使用料のうち、多目的ホール及び集会室Ｄにつ

いては、以下のとおり、「更新後の公共施設に係る使用料の額の算定に関す

る基準」３(3)の３つの要件をすべて満たすことから、使用料の額を調整し

ます。 

   ア  更新前における同種・同規模の施設の使用料の額に比べ、使用料の額が２

倍以上となること。 

       上記(2)の算出された新たな西公民館使用料と現行の使用料との比較にお

いて、すべての部屋において、額が２倍以上となっている。 

   イ  他の公共施設の同種・同規模の施設に比べ、使用料の額が高額となるこ

と。 

       新たな西公民館の「多目的ホール」及び「集会室Ｄ」の使用料が、他の公

民館の同種・同規模の部屋と比べて、使用料の額が高額となっている。 

算出された新たな西公民館使用料 他の公民館の同種・同規模の使用料最高額 

部屋名 
面積

（㎡） 
使用料（円/時) 

面積

（㎡） 
使用料（円/時) 部屋名 

多目的ホール 192.50 1,600 
201.00 

231.41 
1,200 

渋沢公 

南ヶ丘公 

多目的ホール 
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集会室Ａ 

（防音設備） 
42.50 300 

59.97 

59.52 

400 

400 

南が丘公セミナー室 

鶴巻公音楽室 

集会室Ｂ 

（可動式調理台） 
43.15 300 

40.04 

57.49 

300 

400 

渋沢公集会室 

渋沢公調理室 

集会室Ｃ 25.04 200 34.06 200 東公小和室 

集会室Ｄ 

（和室として使用可） 
70.78 600 68.14 500 南が丘公和室 

 

   ウ  更新前よりもその施設の利用が低調となることが見込まれること。 

       市ホームページで公表されている「平成３０年度における公共施設の利用

状況及び使用料収入等について」において、「同じ施設であればより使用料

が低額な小さめの部屋が、同じ機能を持つ部屋（公民館の多目的ホールなど）

であれば、より使用料が低額な建築年度が古い施設が見直し前よりも多く利

用される傾向が見受けられる」と報告されています。こうした傾向から考え

ると、算出された額をそのまま採用した場合、新たな西公民館の利用が低調

になることが見込まれます。 

 

 (4)  調整後の使用料の額について 

      算出された新たな西公民館の多目的ホール及び集会室Ｄの使用料は、それ

ぞれ 1,600 円及び 600 円と算出されますが、他の公民館の同規模の部屋・室

の最高額と同額を設定し、多目的ホールは 1,200 円、集会室Ｄは 500 円とす

るものです。 

調整後の新たな西公民館使用料 

部屋名 使用料（円/時) 
条例上の設定 

（30 分につき） 

多目的ホール １，２００ ６００ 

集会室Ａ ３００ １５０ 

集会室Ｂ ３００ １５０ 

集会室Ｃ ２００ １００ 

集会室Ｄ ５００ ２５０ 

 



議案第  号  

 

   秦野市立公民館条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市立公民館条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和２年２月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

秦野市立西公民館を西中学校多機能型体育館内に移転することに伴い、その

位置及び使用料を改めるとともに、字句の整理を行うため、改正するものであ

ります。 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市立公民館条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市立公民館条例（昭和３０年秦野市条例第５３号）の一部を次のように

改正する。 

第２条中「すべて」を「全て」に改める。 

第３条の表秦野市立西公民館の項中「秦野市柳町二丁目５番３６号」を「秦

野市柳町二丁目５番２号」に改める。 

別表第１中 

「 

西公民館 多目的ホール ３０分につき 円 

４００ 

を 

 集会室Ａ  ５０ 

 集会室Ｂ  ５０ 

 視聴覚室  ５０ 

 和室  １００ 

 調理室  ５０ 

                             」 

「 

西公民館 多目的ホール ３０分につき 円 

６００ 

に改める。 
 集会室Ａ  １５０ 

 集会室Ｂ  １５０ 

 集会室Ｃ  １００ 

 集会室Ｄ  ２５０ 

                             」 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日（次項において「施行日」という。）から施

行する。 
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（適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野市立公民館条例別表第１の規定は、施行日以

後の使用に係る申請について適用し、施行日前の使用に係る申請については、

なお従前の例による。 
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議案第  号 秦野市立公民館条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

網かけ部分以外は、字句等の整理によるものです。 

新 旧 

（設置） （設置） 

第２条 本市は、法第２０条の趣旨を実現するに当たり、文化、

学術等の教養を高める事業を行い、全ての市民に豊かな学習機

会を提供するとともに、市民の自主的な学習活動を支援し、促

進することを目的として秦野市立公民館（以下「公民館」とい

う。）を設置する。 

第２条 本市は、法第２０条の趣旨を実現するに当たり、文化、

学術等の教養を高める事業を行い、すべての市民に豊かな学習

機会を提供するとともに、市民の自主的な学習活動を支援し、

促進することを目的として秦野市立公民館（以下「公民館」と

いう。）を設置する。 

（名称及び位置） （名称及び位置） 

第３条 公民館の名称及び位置は、次のとおりとする。 第３条 公民館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

秦野市立西公民館 秦野市柳町二丁目５番２号 

（略） 
 

名称 位置 

秦野市立西公民館 秦野市柳町二丁目５番３６号 

（略） 
 

別表第１（第６条関係） 別表第１（第６条関係） 

区分 単位 使用料 

西公民館 多目的ホール ３０分につき 円 

６００ 

 集会室Ａ  １５０ 

 集会室Ｂ  １５０ 

 集会室Ｃ  １００ 

区分 単位 使用料 

西公民館 多目的ホール ３０分につき 円 

４００ 

 集会室Ａ  ５０ 

 集会室Ｂ  ５０ 

 視聴覚室  ５０ 
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 集会室Ｄ  ２５０ 

（略）  （略） 
 

 和室  １００ 

 調理室  ５０ 

（略）  （略） 
 

 備考 （略）  備考 （略） 

  

  

   附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、規則で定める日（次項において「施行日」とい

う。）から施行する。 

 

（適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野市立公民館条例別表第１の規定

は、施行日以後の使用に係る申請について適用し、施行日前の

使用に係る申請については、なお従前の例による。 

 

  

 



秦野市規則第  号  

 

   秦野市立公民館条例の一部を改正する条例の施行期日を定める規 

   則 

 

 秦野市立公民館条例の一部を改正する条例（令和２年秦野市条例第  号）

の施行期日は、令和２年  月  日とする。 



 

 

政策会議付議事案書（令和２年１月１４日） 

提案課名 生活環境課 

報告者名 高橋 晶司 

事案名 
 秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲

料水の確保に関する条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

水道事業のうち、小規模水道及び小規模受水槽水道（以下「小規模水道等」とい

う。）の衛生対策については、県から権限移譲を受け、市が管理監督指導を行ってい

ます。 

※ 小規模水道：100人以下に供給する自家用水道、小規模受水槽水道：水道事業者

からの水道水を用いた容量10㎥以下の貯水槽 

水道法施行規則（令和元年１０月１日施行）の一部改正により、簡易専用水道の清

掃や検査の頻度を規定する管理基準が「１年以内毎に１回」から「毎年１回以上定期

に」に改められたことに伴い、小規模水道等の管理基準を、これと同等のものに改め

るため、秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確

保に関する条例（以下「条例」という。）の一部を改正するものです。 

また、国の飲用井戸等衛生対策要領（令和元年１０月１７日施行）の一部改正によ

り、「小規模受水槽」が「小規模貯水槽」に、「小規模受水槽水道」が「小規模貯水

槽水道」に改められたことから、条例で引用する用語をそれぞれ改めるものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

平成２５年４月 １日  秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛

生的な飲料水の確保に関する条例の制定 

令和元年１０月 １日  水道法施行規則の一部改正 

    １０月１７日  飲用井戸等衛生対策要領の一部改正 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

次の理由により条例の一部を改正すること。 

 １ 水道法施行規則の一部改正に伴い、小規模水道及び小規模受水槽水道における

清掃等の実施間隔に係る記述について、同規則の改正に準じて改めること。 

 ２ 飲用井戸等衛生対策要領の一部改正に伴い、条例で使用する用語について、

「受水槽」を「貯水槽」に、「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改

めること。 

今
後
の
取
扱
い 

令和２年２月  令和２年３月第１回市議会定例会に条例改正案を提出 

〃  ４月  条例改正及び改正施行規則の施行 

 

 議題２ 
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薬生水発０９３０第６号 
令 和 元 年 ９ 月 ３ ０ 日 

 

各都道府県水道行政主管部（局）長  殿 

各厚生労働大臣認可水道事業者 殿 

各登録簡易専用水道検査機関の長 殿 

 

 

厚生労働省医薬・生活衛生局水道課長 

（  公  印  省  略  ） 

 

 

水道法施行規則の一部改正について（簡易専用水道関係） 

 

今般、水道法施行規則の一部を改正する省令（令和元年厚生労働省令第57号。

以下「改正規則」という。）が令和元年９月 30 日に公布され、同年 10 月 1 日よ

り施行されることとなったが、改正規則による改正後の水道法施行規則（昭和 32

年厚生省令第 45 号。以下「規則」という。）第 55 条の簡易専用水道の管理基準

及び第56条の簡易専用水道の検査に係る改正の趣旨及び内容は下記のとおりで

あるので、遺憾なきよう適切な対応を願いたい。 

また、都道府県におかれては、貴管下の市、特別区及び都道府県知事認可の水

道事業者へ周知願いたい。 

なお、本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項に

基づく技術的助言である旨申し添える。 

 

記 

 

第１ 簡易専用水道の管理基準（規則第55条第１号関係） 

 １ 改正の趣旨 

簡易専用水道の設置者は、水道法（昭和 32 年法律第 177 号。以下「法」

という。）第 34 条の２第１項の規定に基づき、厚生労働省令で定める基準に

従い、その水道を管理することとされており、規則第 55 条に管理基準が定

められている。 

管理基準のうち、水槽の掃除は「１年以内ごとに１回」行うこととされて

いるが、施設運営上、掃除の実施日に制約がある場合などを考慮し、掃除の

頻度に係る記載を改める。 

２ 改正内容 

別紙のとおり、水槽の掃除の頻度を「１年以内ごとに１回」から「毎年１

回以上」に改める。  

 

資料１
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３ 留意事項 

改正規則の施行後における水槽の掃除の実施については、掃除の実施日と

実施日の間の期間が厳密に１年を超えないことが求められるものではなく、

定期の期間を定めて行えばよい。具体的な運用としては、例えば、１年の中

で水槽の掃除を行う月を特定し、毎年、当該月に掃除を行う方法が考えられ

る。 

また、毎年、複数回掃除を実施することを妨げるものではない。 

 

第２ 簡易専用水道の検査（規則第56条第１項関係） 

 １ 改正の趣旨 

簡易専用水道の設置者は、法第 34 条の２第２項の規定に基づき、当該簡

易専用水道の管理について、厚生労働省令の定めるところにより、定期に検

査を受けなければならないとされており、規則第 56 条に検査の頻度等が定

められている。 

このうち、検査は「１年以内ごとに１回」とされているが、施設運営上、

検査の実施日に制約がある場合などを考慮し、検査の頻度に係る記載を改め

る。 

 ２ 改正の内容 

別紙のとおり、検査の頻度を「１年以内ごとに１回」から「毎年１回以上

定期に行うもの」に改める。 

３ 留意事項 

改正規則の施行後における検査の実施については、検査の実施日と実施日

の間の期間が厳密に１年を超えないことが求められるものではなく、定期の

期間を定めて行えばよい。具体的な運用としては、例えば、１年の中で検査

を受ける月を特定し、毎年、当該月に検査を受けることが考えられる。 

 また、毎年、複数回検査を受けることを妨げるものではない。 
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別紙 

 

 

水道法施行規則新旧対照表 

（傍線部分は改正部分） 

改正後 改正前 

（管理基準） 

第五十五条 法第三十四条の二第一項に

規定する厚生労働省令で定める基準は、次

の各号に掲げるものとする。 

一 水槽の掃除を毎年一回以上定期に、

行うこと。 

二～四 （略） 

 

（検査） 

第五十六条 法第三十四条の二第二項の

規定による検査は、毎年一回以上定期に行

うものとする。 

２ （略） 

（管理基準） 

第五十五条 法第三十四条の二第一項に

規定する厚生労働省令で定める基準は、次

の各号に掲げるものとする。 

一 水槽の掃除を一年以内ごとに一回、

定期に、行うこと。 

二～四 （略） 

 

（検査） 

第五十六条 法第三十四条の二第二項の

規定による検査は、一年以内ごとに一回と

する。 

２ （略） 

 

  



資料２





種
類

水
源

施
設

規
模

等
水

道
法

施
設
数

（
H
3
0
年

度
末
）

主
な
施

設

水
道

用
水

供
給

事
業

表
流
水
、
地
下
水

ダ
ム
河

川
等

の
水

源
に
よ
り
、
各

水
道

事
業

者
に
安

定
的

、
広

域
的

に
水

道
水

を
供

給
1

神
奈
川
県
水
道
事
業

上
水

道
事

業
表
流
水
、
地
下
水

給
水

人
口

5
,0
0
0
人

超
1

秦
野
市
水
道

専
用

水
道

地
下
水
、
表
流
水
又

は
水
道
水

給
水

人
口

1
0
0
人

超
又

は
1
日

最
大

給
水

量
2
0
㎥

超
1
1

下
大
槻
団
地
、
く
ず
は
台
団
地
、

上
智
大
学
、
秦
野
市
農
協

簡
易

専
用

水
道

水
道
水

受
水

槽
の

有
効

容
量

1
0
㎥

超
2
5
4

市
役
所
、
幼
稚
園
、
学
校
、
病

院
、
店
舗
、
工
場
、
共
同
住
宅

小
規

模
水

道
地
下
水
又
は
表

流
水

専
用
水
道
の
小
規
模
版
　
給
水
人
口
1
0
0
人

以
下

3
金

山
水

道
（
東

田
原

）
、
横

野
十

字
水

道
組

合
（
横

野
）
、
高

山
井

戸
（
名

古
木

）

小
規

模
受

水
槽

水
道

水
道
水

簡
易
専
用
水
道
の
小
規
模
版
　
有
効
容
量
1
0

㎥
以

下
2
0
1

公
民
館
、
病
院
、
店
舗
、
工
場
、

共
同
住
宅

適
用

非
適
用

※
条

例
に
よ
る

水
　
道
　
の
　
種
　
類
　
等
資料 ３



議案第  号  

 

   秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な 

飲料水の確保に関する条例の一部を改正することについて 

 

 秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確

保に関する条例の一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和２年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

次の理由により改正するとともに、字句の整理を行うものであります。 

 (1) 水道法施行規則の一部改正に準じて、小規模水道及び小規模受水槽水道

における清掃等の実施間隔に係る規定を改めること。 

 (2) 飲用井戸等衛生対策要領の一部改正に伴い、条例で使用する用語につい

て、「受水槽」を「貯水槽」に、「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽

水道」に改めること。 
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秦野市条例第  号  

 

秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な 

飲料水の確保に関する条例の一部を改正する条例 

 

 秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確

保に関する条例（平成２４年秦野市条例第２４号）の一部を次のように改正す

る。 

題名中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 

目次中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 

第１条中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 

第２条第３号中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に、「受ける

ための」を「貯えるための」に、「「受水槽」」を「「貯水槽」」に改め、同

条第６号中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 

第４条第１項第２号中「沈でん池」を「ちんでん池」に改める。 

第９条第１項中「前回の水質検査を行った日の翌日から起算して１年以内に」

を「毎年１回以上定期に」に改め、「定期の」を削る。 

第１０条（見出しを含む。）及び第１１条第１項中「措置」を「処置」に改

める。 

「第３章 小規模受水槽水道」を「第３章 小規模貯水槽水道」に改める。 

第１２条及び第１３条中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改

める。 

第１４条第１項各号列記以外の部分中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水

槽水道」に改め、同項第１号中「受水槽」を「貯水槽」に、「１年以内ごとに

１回、」を「毎年１回以上」に改め、同項第２号中「受水槽」を「貯水槽」に、

「措置」を「処置」に改め、同項第４号中「措置」を「処置」に改め、同条第

２項本文中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に、「前回の検査を

受けた日の翌日から起算して１年以内に」を「毎年１回以上定期に」に改め、

同項ただし書中「小規模受水槽水道の受水槽」を「小規模貯水槽水道の貯水槽」

に改め、同条第３項中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 

第１５条第４項中「措置」を「処置」に改め、同条第５項中「小規模受水槽

水道」を「小規模貯水槽水道」に、「措置」を「処置」に改め、同条第６項中

「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」に改める。 
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第１６条及び第１７条第２項中「小規模受水槽水道」を「小規模貯水槽水道」

に改める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（秦野市水道事業給水条例の一部改正） 

２ 秦野市水道事業給水条例（昭和３９年秦野市条例第４３号）の一部を次の

ように改正する。 

第４２条第２項中「秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全

で衛生的な飲料水の確保に関する条例」を「秦野市小規模水道及び小規模貯

水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例」に改める。 
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議案第  号 秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例の一部を改正する条例案

新旧対照表 

網かけ部分以外は、字句等の整理によるものです。 

新 旧 

秦野市小規模水道及び小規模貯水槽水道における安 

全で衛生的な飲料水の確保に関する条例 

   秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道における安 

全で衛生的な飲料水の確保に関する条例 

  

目次 目次 

第１章・第２章 （略） 第１章・第２章 （略） 

第３章 小規模貯水槽水道（第１２条－第１４条） 第３章 小規模受水槽水道（第１２条－第１４条） 

第４章－第６章 （略） 第４章－第６章 （略） 

附則 附則 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、小規模水道の布設及び管理並びに小規模貯

水槽水道の管理に関し環境衛生上必要な事項を定めることによ

り、安全で衛生的な飲料水の確保を図り、もって利用者の健康

を保護するとともに、公衆衛生の向上に寄与することを目的と

する。 

第１条 この条例は、小規模水道の布設及び管理並びに小規模受

水槽水道の管理に関し環境衛生上必要な事項を定めることによ

り、安全で衛生的な飲料水の確保を図り、もって利用者の健康

を保護するとともに、公衆衛生の向上に寄与することを目的と

する。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれの各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、そ

れぞれの各号に定めるところによる。 
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(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 小規模貯水槽水道 水道事業のために使用する水道、専用

水道及び法第３条第７項に規定する簡易専用水道以外の水道

であって、水道事業のために使用する水道から供給を受ける

水のみを水源とし、かつ、その水を貯えるための水槽（以下

「貯水槽」という。）を有するものをいう。ただし、専ら１

戸の住宅に供給するもの及び建築物における衛生的環境の確

保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第２条第１項に

規定する特定建築物に供給するものを除く。 

(3) 小規模受水槽水道 水道事業のために使用する水道、専用

水道及び法第３条第７項に規定する簡易専用水道以外の水道

であって、水道事業のために使用する水道から供給を受ける

水のみを水源とし、かつ、その水を受けるための水槽（以下

「受水槽」という。）を有するものをいう。ただし、専ら１

戸の住宅に供給するもの及び建築物における衛生的環境の確

保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第２条第１項に

規定する特定建築物に供給するものを除く。 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

(6) 設置者 小規模水道又は小規模貯水槽水道の所有者又は所

有者以外の者でそれらの施設の管理に関する権原を有するも

のをいう。 

(6) 設置者 小規模水道又は小規模受水槽水道の所有者又は所

有者以外の者でそれらの施設の管理に関する権原を有するも

のをいう。 

（施設基準） （施設基準） 

第４条 小規模水道は、原水の質及び量、地理的条件、その小規

模水道の形態等に応じ、取水施設、貯水施設、導水施設、浄水

施設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を有すべきものと

し、取水施設及び浄水施設は、それぞれ次に掲げる要件を備え

るものでなければならない。 

第４条 小規模水道は、原水の質及び量、地理的条件、その小規

模水道の形態等に応じ、取水施設、貯水施設、導水施設、浄水

施設、送水施設及び配水施設の全部又は一部を有すべきものと

し、取水施設及び浄水施設は、それぞれ次に掲げる要件を備え

るものでなければならない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による

水質基準に適合する浄水を得るのに必要なちんでん池、ろ過

(2) 浄水施設は、原水の質及び量に応じて、前条の規定による

水質基準に適合する浄水を得るのに必要な沈でん池、ろ過
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池、消毒設備その他の設備を備えていること。 池、消毒設備その他の設備を備えていること。 

２ （略） ２ （略） 

（水質検査） （水質検査） 

第９条 小規模水道の設置者は、その小規模水道により供給する

水について、毎年１回以上定期に、規則で定めるところによ

り、水質検査を行わなければならない。 

第９条 小規模水道の設置者は、その小規模水道により供給する

水について、前回の水質検査を行った日の翌日から起算して１

年以内に、規則で定めるところにより、定期の水質検査を行わ

なければならない。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（衛生上の処置） （衛生上の措置） 

第１０条 小規模水道の設置者は、次に掲げる基準に従い、衛生

上必要な処置をとらなければならない。 

第１０条 小規模水道の設置者は、次に掲げる基準に従い、衛生

上必要な措置をとらなければならない。 

 (1) （略）  (1) （略） 

 (2) 小規模水道施設には、必要に応じて柵を設け、又は鍵を掛

ける等みだりに人及び動物が立ち入って水が汚染されるのを

防止するために必要な処置をとること。 

 (2) 小規模水道施設には、必要に応じて柵を設け、又は鍵を掛

ける等みだりに人及び動物が立ち入って水が汚染されるのを

防止するために必要な措置をとること。 

 (3) （略）  (3) （略） 

（給水の緊急停止等） （給水の緊急停止等） 

第１１条 小規模水道の設置者は、その小規模水道により供給す

る水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直

ちに、給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険であ

る旨を関係者に周知させる処置をとらなければならない。 

第１１条 小規模水道の設置者は、その小規模水道により供給す

る水が人の健康を害するおそれがあることを知ったときは、直

ちに、給水を停止し、かつ、その水を使用することが危険であ

る旨を関係者に周知させる措置をとらなければならない。 

２ （略） ２ （略） 
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   第３章 小規模貯水槽水道    第３章 小規模受水槽水道 

（給水開始の届出） （給水開始の届出） 

第１２条 小規模貯水槽水道の設置者は、その小規模貯水槽水道

の給水を開始したときは、規則で定めるところにより、速やか

にその旨を市長に届け出なければならない。 

第１２条 小規模受水槽水道の設置者は、その小規模受水槽水道

の給水を開始したときは、規則で定めるところにより、速やか

にその旨を市長に届け出なければならない。 

（変更又は廃止の届出） （変更又は廃止の届出） 

第１３条 小規模貯水槽水道の設置者は、前条の規定により届け

出た事項に変更があったとき又はその小規模貯水槽水道を廃止

したときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を市

長に届け出なければならない。 

第１３条 小規模受水槽水道の設置者は、前条の規定により届け

出た事項に変更があったとき又はその小規模受水槽水道を廃止

したときは、規則で定めるところにより、速やかにその旨を市

長に届け出なければならない。 

（管理基準等） （管理基準等） 

第１４条 小規模貯水槽水道の設置者は、次に掲げる基準に従

い、その小規模貯水槽水道を管理しなければならない。 

第１４条 小規模受水槽水道の設置者は、次に掲げる基準に従

い、その小規模受水槽水道を管理しなければならない。 

(1) 貯水槽の清掃を毎年１回以上定期に行うこと。 (1) 受水槽の清掃を１年以内ごとに１回、定期に行うこと。 

(2) 有害物、汚水等による水の汚染を防止するために貯水槽の

点検その他必要な処置をとること。 

(2) 有害物、汚水等による水の汚染を防止するために受水槽の

点検その他必要な措置をとること。 

(3) （略） (3) （略） 

(4) 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知った

ときは、直ちに、給水を停止し、かつ、その水を使用するこ

とが危険である旨を関係者に周知させる処置をとること。 

(4) 供給する水が人の健康を害するおそれがあることを知った

ときは、直ちに、給水を停止し、かつ、その水を使用するこ

とが危険である旨を関係者に周知させる措置をとること。 

２ 小規模貯水槽水道の設置者は、その小規模貯水槽水道の管理

について、毎年１回以上定期に、規則で定めるところにより、

２ 小規模受水槽水道の設置者は、その小規模受水槽水道の管理

について、前回の検査を受けた日の翌日から起算して１年以内
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市長の指定する者の検査を受けなければならない。ただし、そ

の小規模貯水槽水道の貯水槽の有効容量が８立方メートル以下

のものについては、この限りでない。 

に、規則で定めるところにより、市長の指定する者の検査を受

けなければならない。ただし、その小規模受水槽水道の受水槽

の有効容量が８立方メートル以下のものについては、この限り

でない。 

３ 小規模貯水槽水道の設置者は、前項の規定による検査を受け

たときは、これに関する記録を作成し、その記録をその検査を

受けた日から起算して３年間保存しなければならない。 

３ 小規模受水槽水道の設置者は、前項の規定による検査を受け

たときは、これに関する記録を作成し、その記録をその検査を

受けた日から起算して３年間保存しなければならない。 

（改善の指示等） （改善の指示等） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 市長は、小規模水道の衛生上の処置が第１０条の基準に適合

していないと認めるときは、その小規模水道の設置者に対し、

期限を定めて、その小規模水道の管理に関し、消毒その他の必

要な衛生上の処置をとるよう指示することができる。 

４ 市長は、小規模水道の衛生上の措置が第１０条の基準に適合

していないと認めるときは、その小規模水道の設置者に対し、

期限を定めて、その小規模水道の管理に関し、消毒その他の必

要な衛生上の措置をとるよう指示することができる。 

５ 市長は、小規模貯水槽水道の管理が前条第１項の基準に適合

していないと認めるときは、その小規模貯水槽水道の設置者に

対し、期限を定めて、その小規模貯水槽水道の管理に関し、清

掃その他の必要な処置をとるよう指示することができる。 

５ 市長は、小規模受水槽水道の管理が前条第１項の基準に適合

していないと認めるときは、その小規模受水槽水道の設置者に

対し、期限を定めて、その小規模受水槽水道の管理に関し、清

掃その他の必要な措置をとるよう指示することができる。 

６ 市長は、小規模貯水槽水道の設置者が前条第２項に規定する

検査を受けないときは、その設置者に対し、期限を定めて、検

査を受けるよう指示することができる。 

６ 市長は、小規模受水槽水道の設置者が前条第２項に規定する

検査を受けないときは、その設置者に対し、期限を定めて、検

査を受けるよう指示することができる。 
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（給水停止命令） （給水停止命令） 

第１６条 市長は、小規模水道又は小規模貯水槽水道の設置者

が、前条の規定に基づく指示に従わない場合において、給水を

継続させることがそれらの施設の利用者の健康を害すると認め

るときは、その設置者に対し、その指示に係る事項を履行する

までの間、それらの施設による給水を停止するよう命じること

ができる。 

第１６条 市長は、小規模水道又は小規模受水槽水道の設置者

が、前条の規定に基づく指示に従わない場合において、給水を

継続させることがそれらの施設の利用者の健康を害すると認め

るときは、その設置者に対し、その指示に係る事項を履行する

までの間、それらの施設による給水を停止するよう命じること

ができる。 

（報告の徴収及び立入検査） （報告の徴収及び立入検査） 

第１７条 （略） 第１７条 （略） 

２ 市長は、小規模貯水槽水道の管理の適正を確保するために必

要があると認めるときは、その小規模貯水槽水道の設置者に対

し、小規模貯水槽水道の管理について必要な報告を求め、又は

その職員をして小規模貯水槽水道のために使用する施設のある

場所若しくは設置者の事務所に立ち入らせ、その施設、水質若

しくは必要な関係書類を検査させることができる。 

２ 市長は、小規模受水槽水道の管理の適正を確保するために必

要があると認めるときは、その小規模受水槽水道の設置者に対

し、小規模受水槽水道の管理について必要な報告を求め、又は

その職員をして小規模受水槽水道のために使用する施設のある

場所若しくは設置者の事務所に立ち入らせ、その施設、水質若

しくは必要な関係書類を検査させることができる。 

３・４ （略） ３・４ （略） 

  

  

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。  
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（秦野市水道事業給水条例の一部改正）  

２ 秦野市水道事業給水条例（昭和３９年秦野市条例第４３号）

の一部を次のように改正する。 

 

第４２条第２項中「秦野市小規模水道及び小規模受水槽水道

における安全で衛生的な飲料水の確保に関する条例」を「秦野

市小規模水道及び小規模貯水槽水道における安全で衛生的な飲

料水の確保に関する条例」に改める。 

 

  

 



 

 

政策会議付議事案書（令和２年１月１４日） 

提案課名 都市整備課 

報告者名 中原 慎吾 

事案名 
 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する

条例の一部を改正することについて 

    有 

資料 

    無 

目
的
・
必
要
性 

 「民法の一部を改正する法律及び民法の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律

の整備等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政令」により、「土地区

画整理法施行令」が改正されたことに伴い、換地処分を行った際の清算金の分割徴収

又は分割交付に係る利子の利率を民法に規定する法定利率とするため、秦野都市計画

事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正するもので

す。 

経
過
・
検
討
結
果 

平成２９年６月 「民法の一部を改正する法律」の公布（令和２年４月１日施行） 

〃 ３０年６月 「民法の一部を改正する法律及び民法の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に伴う関係政令の整備に

関する政令」による土地区画整理法施行令の改正（令和２年４月１日

施行） 

決
定
等
を
要
す
る
事
項 

秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の一部を

次のとおり改正すること。 

１ 換地処分を行った際の清算金を分割徴収又は分割交付する場合の利子について、

土地区画整理法第１０３条第４項の規定による公告があった日の翌日における民法

の法定利率とすること。 

２ 施行日を令和２年４月１日とすること。 

 

今
後
の
取
扱
い 

令和２年２月 令和２年３月第１回市議会定例会に条例改正議案を提出 

〃  ４月 条例施行 

 

 

 議題３ 



清算金の分割徴収及び分割交付における利子の利率の変更について 

 

１ 土地区画整理事業における清算金 

  土地区画整理事業では、土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号。以

下「法」という。）第８７条第１項の規定により、個々の換地の内容及び清

算金（整理前後において生じた土地の不均衡を是正する金額）を定める換地

計画を作成し、施行地区内の関係権利者に通知します。 

  清算金の金額は、換地処分の公告の日の翌日に確定し、施行者は、関係権

利者に対して清算金の徴収又は交付を行い、滞納がある場合は、滞納処分を

行います。 

  清算金の徴収又は交付においては、法第１１０条第２項の規定により、

「利子を付して、分割徴収し、又は分割交付する」ことができ、その利子の

利率は、土地区画整理法施行令（昭和３０年政令第４７号。以下「施行令」

という。）第６１条第１項の規定により、「年６パーセント（分割徴収する

場合は、年６パーセント以内で施行規程で定める率）」とされています。 

 

２ 清算金の利子の利率の変更 

施行令の改正に伴い、分割徴収又は分割交付における清算金の利子を「年

６パーセント」から「法第１０３条第４項の規定による公告があった日の翌

日における民法（明治２９年法律第８９号）に規定する法定利率」とするも

のです。 

  なお、法定利率は、改正民法（令和２年４月１日施行）第４０４条第２項

の規定により、「年３パーセント」となり（３年ごとに見直され）ます。 

  

 

資料１  



 

 

土地区画整理法施行令 新旧対照表 

新 旧 

 （清算金の分割徴収又は分割交付）  （清算金の分割徴収又は分割交付） 

第六十一条 法第百十条第二項の規定により清算金（法第百十

一条の規定により相殺することができる場合においては、その

相殺をした後の残額。以下この条において同じ。）を分割徴収

し、又は分割交付する場合において当該清算金に付すべき利子

の利率は、法第百三条第四項の規定による公告があつた日の翌

日における法定利率（分割徴収する場合にあつては、当該法定

利率以内で規準、規約、定款又は施行規程で定める率）とし、

第一回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌日から付す

るものとする。 

第六十一条 法第百十条第二項の規定により清算金（法第百十

一条の規定により相殺することができる場合においては、その

相殺をした後の残額。以下本条において同じ。）を分割徴収

し、又は分割交付する場合において当該清算金に付すべき利子

の利率は、年六パーセント（分割徴収する場合にあつては、年

六パーセント以内で規準、規約、定款又は施行規程で定める

率）とし、第一回の分割徴収し、又は分割交付すべき期日の翌

日から付するものとする 

 

資
料
２

 



 

 

議案第  号  

 

   秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関 

   する条例の一部を改正することについて 

 

 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の

一部を別紙のとおり改正するものとする。 

 

  令和  年  月  日提出 

 

秦野市長 高 橋 昌 和  

 

 

提案理由 

 土地区画整理法施行令の一部改正に伴い、換地処分を行った際の清算金の分

割徴収又は分割交付に係る利子の利率について、民法に規定する法定利率とす

るため、改正するものであります。 



秦野市条例第  号  

 

   秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関 

   する条例の一部を改正する条例 

 

 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例 

（平成２７年秦野市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条第２項中「利子は、年６パーセント」を「利子の利率は、法第 

１０３条第４項の規定による公告があった日の翌日における民法（明治２９年

法律第８９号）に規定する法定利率」に改める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日（次項において「施行日」という。）から

施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整

理事業施行に関する条例第１９条第２項の規定は、施行日の前日以後に土地

区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第１０３条第４項の規定による公

告があった換地処分に係る清算金に付すべき利子の利率について適用し、施

行日の前々日までに同項の規定による公告があった換地処分に係る清算金に

付すべき利子の利率については、なお従前の例による。 
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議案第  号 秦野都市計画事業秦野駅南部（今泉）土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する条例案新旧対照表 

新 旧 

 （清算金の分割徴収又は分割交付）  （清算金の分割徴収又は分割交付） 

第１９条 （略） 第１９条 （略） 

２ 前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合におけるその清算金に付すべき利子の利率は、法第１０３条

第４項の規定による公告があった日の翌日における民法（明治

２９年法律第８９号）に規定する法定利率とし、前項後段に規

定する日から付するものとする。 

２ 前項の規定により清算金を分割徴収し、又は分割交付する場

合におけるその清算金に付すべき利子は、年６パーセントと

し、前項後段に規定する日から付するものとする。 

３－７ （略） ３－７ （略） 

  

  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、令和２年４月１日（次項において「施行日」と

いう。）から施行する。 

 

 （適用区分）  

２ この条例による改正後の秦野都市計画事業秦野駅南部（今

泉）土地区画整理事業施行に関する条例第１９条第２項の規定

は、施行日の前日以後に土地区画整理法（昭和２９年法律第 

１１９号）第１０３条第４項の規定による公告があった換地処
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分に係る清算金に付すべき利子の利率について適用し、施行日

の前々日までに同項の規定による公告があった換地処分に係る

清算金に付すべき利子の利率については、なお従前の例によ

る。 

  

 



 

- 1 - 

政策会議付議事案書（令和２年１月１４日） 

提案課名 こども育成課 

報告者名 入野 義郎 

事案名  放課後児童ホームと放課後子ども教室の一体的な運営について 資料  有 

目
的
・
必
要
性 

放課後児童ホーム（以下「児童ホーム」という。）は、就労等により保護者が昼間

家庭にいない小学校区の１～４年の児童を対象に、放課後の生活の場を与え健全な育

成を図る事業であり、放課後子ども教室（以下「子ども教室」という。）は、小学校

に在籍している全ての児童を対象に、放課後の居場所、自主的な遊びの場・学びの場

を提供する事業です。本市では１３小学校の敷地内で児童ホームを運営しており、上

小学校１校において放課後子ども教室を実施しております。 

 近年、放課後等に異年齢の子ども同士で遊んだり、交流したりする機会が少なくな

ってきたこと、子どもを巻き込む犯罪や事件の増加により、子どもが安心して過ごせ

る場所の確保が困難になってきたこと、就労や社会参加を希望する女性が増加する

中、子育てと仕事の両立を支援する環境づくりをより一層進める必要があることなど

から、国は、全ての児童が放課後を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うこ

とができるよう、児童ホームと子ども教室の一体化を計画的に整備する「新・放課後

子ども総合プラン」を打ち出しました。 

  こうした国の動きを受け、本市においても、高学年を含めた放課後の居場所づくり

を求める声があることや、様々な体験プログラムや学習支援を提供することにより、

子どもの安全・安心、学力向上に効果が期待できることから、令和２年１０月から、

児童ホームと子ども教室の一体的運営について試行し、その状況を検証しつつ、４年

間を目途に順次全小学校で実施するものです。 

経
過
・
検
討
結
果 

平成31年３月８日～現在 放課後児童に関する事業のあり方庁内検討委員会を月１回

程度開催 

令和元年５月22日    鎌倉市行政視察 

  〃  ７月10日    東京都板橋区行政視察 

  〃  ７月17日    東京都小平市行政視察 

  〃  ８月５日～21日 末広小児童ホームで学習支援ボランティア(寺子屋)試行 

  〃  冬休み～    末広小・北小児童ホームで学習支援ボランティア(寺子屋)

開始 

 議題４ 
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決
定
等
を
要
す
る
事
項 

１ 末広小学校をモデル校として、令和２年度から児童ホームと子ども教室の一体的

な運営を実施すること（令和２年度は子ども教室のみ民間委託）。 

２ 順次、市内全小学校で実施すること。 

今
後
の
取
扱
い 

令和２年 １月～ 公募型プロポーザル方式実施要領等の作成、選定委員会の設置 

〃   ４月  公募型プロポーザル方式による受注候補者の募集 

〃   ５月  選定委員会による審査、受注事業者決定 

〃   ６月  末広小学校保護者・児童へ周知、申し込み開始 

〃  １０月  末広小学校子ども教室の試行開始 

  放課後児童に関する事業のあり方庁内検討委員会による事業の 

評価、検証 

令和３年１０月  末広小児童ホームとの一体的運営開始 
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   放課後児童ホームと放課後子ども教室の一体的な運営について 

 

令和２年１月１４日 

こども育成課作成 

 

１ 児童ホームと子ども教室の運営形態 

事業内容 児童ホーム 子ども教室 

事業目的 家庭的支援、第二の家庭 

健康管理、生活支援、家庭と

の連携 

 

放課後の居場所の提供 

安全で安心な、児童の放課後

等の自主的な遊びの場・学び

の場の提供 

実施場所 専用教室 余裕教室、校庭、体育館 

開所時間 月～金： 

授業終了後～午後 6時まで

（延長は午後 7時まで） 

月～金： 

授業終了後～午後 5時 

土曜日・長期休業中： 

午前 8時 30 分～午後 6時まで

（早朝は午前 8時から、延長

は午後 7時まで） 

長期休業中： 

午前 8時 30 分～午後 5時ま

で 

閉所日 日曜日・祝日 土・日曜日・祝日 

対象児童 就労等により、保護者が昼間

家庭にいない小学校区の 1～4

年の児童 

小学校に在籍している全ての

児童 

児童ホーム入所児童も可 

利用料 月額 5,000 円（別途延長有） 無料 

プログラム参加費 実費 実費 

１

日

の

人

員

配

置 

支援員 

 

・放課後児童支援員 

1 教室 2人以上 

児童 15 人に 1人 

要加配児童に 1人 

・プログラム補助 

 1～2 人 

・見守りサポーター 

 2～3 人 

コーディ

ネーター 

 最低 1人 

講師  1～2 人（プログラムによる） 

 

 

 

 

資 料 
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２ 一体的運営のメリット 

項目 現行の課題等 一体的運営 

による解決 児童ホーム 子ども教室 

市

民

の

利

便

性

等 

利用者 ・5、6 年生は利

用できない 

・児童ホーム利

用者のみの交流 

 ・全児童を対象と

した居場所、遊び

の場であるため、

交流範囲が広が

る。 

安全性の確保  学校敷地外で実

施すると、実施

場所への移動の

安全性の問題 

学校敷地内であ

るため、児童が安

全に移動でき、ス

ムーズに参加で

きる 

保険（実費） 800 円 

 

600 円 800 円（同一保険

が適用できる） 

業

務

効

率

等 

人

材

確

保 

支援員 

（サポーター） 

・多くの人員配

置が必要 

・事務仕事が多

い 

・正規職員がお

らず現場での責

任が重い 

多くの人員配置

が必要 

委託事業者によ

りまとめて人員

配置できる 

コーディネーター 

（学校、地域等

との連携、企画） 

 人材の確保が困

難 

委託事業者によ

る募集、育成がで

きる 

講師 

（プログラム） 

 多様なプログラ

ムの講師発掘が

困難 

委託事業者によ

る発掘や企業連

携などができる 

特定職員の勤怠

管理 

人員が多く、管

理が煩雑 

人員が多く、管

理が煩雑 

委託事業者の管

理により市の負

担が軽減される 

財

政

面 

国県補助金 補助基準額に対

し国・県 1/3 ずつ 

補助基準額に対

し国・県 1/3 ずつ 

子ども教室補助

金に上乗せあり 
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３ 民間委託にかかる経費の見込みについて（令和元年度との比較） 

（１）令和２年度経費（末広小学校で試行） 

単位：千円 

  項目 Ｒ1 予算 増減分 総額 備考 

歳出 

児童ホーム運営費 257,866 0 257,866   

その他※1 111,435 0 111,435   

子ども教室運営費 0 8,482 8,482   

合計 369,301 8,482 377,783   

歳入 

児童ホーム利用料 70,892 0 70,892   

国県補助金（児童ホーム分）

※2 
186,508 0 186,508   

国県補助金（子ども教室分）

※3 
0 0 0   

合計 257,400 0 257,400   

市費   111,901 8,482 120,383   

 

（２）令和３年度経費（末広小学校で１０月から一体化委託） 

単位：千円 

  項目 Ｒ1 予算 増減分 総額 備考 

歳出 

児童ホーム運営費 257,866 ▲14,103 243,763 
▲末広小分 

(10 月以降分) 

その他※1 111,435 0 111,435   

子ども教室運営費 0 8,482 8,482 9 月まで 

一体化運営委託 0 22,178 22,178 10 月以降分 

合計 369,301 16,557 385,858   

歳入 

児童ホーム利用料 70,892 0 70,892   

国県補助金（児童ホーム分）

※2 
186,508 0 186,508   

国県補助金（子ども教室分）

※3 
0 5,181 5,181   

合計 257,400 5,181 262,581   

市費   111,901 11,376 123,277   
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（３）全体予算（全小学校で一体化委託） 

  項目 Ｒ1 予算 増減分 総額 備考 

歳出 

児童ホーム運営費 257,866 ▲257,866 0   

その他※1 111,435 0 111,435   

子ども教室運営費 0 0 0   

一体化運営委託 0 454,869 454,869   

合計 369,301 197,003 566,304   

歳入 

児童ホーム利用料 70,892 0 70,892   

国県補助金（児童ホーム分）

※2 
186,508 0 186,508   

国県補助金（子ども教室分）

※3 
0 63,040 63,040   

合計 257,400 63,040 320,440   

市費   111,901 133,963 245,864   

※１ 学童保育システムリース料、プレハブリース料、民間学童補助金等 

※２ 児童ホームの国・県補助金は、子ども・子育て支援交付金。国 1/3、県 1/3。 

※３ 子ども教室の国・県補助金は、放課後子ども教室補助金。国 1/3、県 1/3。 

   （補助基準額あり） 
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４ 児童ホームと子ども教室の一体的運営の概要 

現状

•就労等家庭児童：小学校の余裕教室や敷地内プレハブで児童ホームを運営（1
～4年）

•児童ホーム対象学年拡大への要望がある。

•保護者が働いているかどうかに関わらず子どもが安心して遊べる居場所を求め
る要望がある。

課題

•学校敷地内での安全・安心な居場所の確保

•学力向上への取り組みの検討

•高学年の過ごし方の検討

•幼児教育・保育の無償化による児童ホーム需要増見込みに対する待機児童対策

•教室及び人材確保策や業務効率化の検討

対策・効果

•「放課後児童ホーム」と放課後の居場所や体験プログラムなどを提
供する「放課後子ども教室」の一体型運営に取り組む。
•小学校敷地内の体育館、校庭、特別教室（図工室、音楽室、図書室など）などで実施
することで、安全性が確保できる。

•プログラム体験や学習支援、自由遊びにより高学年の放課後を充実でき、学力向上が
期待できる。

•全児童を対象とした居場所づくり

•子ども教室の運営により午後５時までの児童の居場所を確保できるため、児童ホーム
利用者の減につながり、見込まれる利用者増への待機児童対策となる。

•民間事業者に委託
•民間事業者のノウハウの活用、一体的運営による利用児童の利便性、業務効
率化
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【参考】 

１ 市児童ホーム利用児童数（Ｈ31.4.1 現在） 

児童ホーム名 入室児童数（人） 実施場所 

本町第１ ６１ 校舎内 

本町第２ ４４ 校舎内 

南第１ ４１ 敷地内プレハブ 

南第２ ４２ 敷地内プレハブ 

南第３ ４５ 敷地内プレハブ 

南第４ ４３ 敷地内プレハブ 

東第１ ３５ 校舎内 

東第２ ３１ 校舎内 

北第１ ４５ 校舎内 

北第２ ４１ 校舎内 

大根第１ ４７ 校舎内 

大根第２ ４７ 校舎内 

西第１ ３４ 校舎内 

西第２ ２５ 校舎内 

広畑 ２６ 校舎内 

渋沢第１ ５９ 校舎内 

渋沢第２ ６０ 校舎内 

末広第１ ３５ 敷地内プレハブ 

末広第２ ３４ 敷地内プレハブ 

末広第３ ２８ 敷地内プレハブ 

堀川 ４４ 校舎内 

南が丘第１ ３５ 敷地内プレハブ 

南が丘第２ ３４ 敷地内プレハブ 

南が丘第３ ２９ 敷地内プレハブ 

鶴巻第１ ５６ 校舎内 

鶴巻第２ ５８ 校舎内 

鶴巻第３ ５５ 校舎内 

上 ３ 校舎内 

合計 １，１３７  
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２ 児童ホーム利用児童数等の推移 

※市は４年生まで、民間は６年生まで 

 

３ イメージ図 

 

 

   24 25 26 27 28 29 30 元 

全児童数 8,529 8,457 8,416 8,392 8,295 8,187 8,112 8,006 

 内 4 年まで 5,590 5,552 5,553 5,599 5,528 5,419 5,336 5,182 

利用者数合計 940 964 1,050 1,185 1,266 1,311 1,363 1,417 

 

市 940 964 1,037 1,118 1,155 1,138 1,138 1,137 

民間  0 0 13 67 111 173 225 280 

教室数合計 22 22 24 30 35 38 42 44 

 

市 22 22 23 26 27 28 28 28 

民間 0 0 1 4 8 10 14 16 

市支援員数 116 115 114 132 136 140 140 139 


